
協定区分

（1） 災害に強いまちの形成

（2） 建築物の安全化

1 特設公衆電話の設置・利用

2 石油製品備蓄状況の把握

（4） 災害応急対策への備え

第
2
節
事故災害の予防

1
防災思想の普及、徹
底

2
防災知識の普及、訓
練

3
地域防災活動等への指導
助言

3
国民の防災活動の
環境整備

（2）
防災ボランティア活動の
環境整備

4
平常時のボランティア活動
支援

4 災害教訓の伝承

5 地震・津波被害の軽減

6
復興・防災まちづくり等に関
する研究等

第
5
節

事故災害における
再発防止対策の実
施

第
6
節

迅速かつ円滑な災
害応急対策、災害復
旧・復興への備え

　本比較表は、青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県、新潟県、静岡県、仙台市
の8県・1市を対象として、民間企業や業界団体等との災害協定の状況を比較可能な形で整理
したものです。

＜作成方法＞
　各県の災害協定を相互に比較可能とするため、「防災基本計画」の第2編「各災害に共通す
る対策編」の構成に従って分類を行いました。この第2編は、第1章「災害予防」、第2章「災害
応急対策」、第3章「災害復旧・復興」で構成され、章の下の節を「大分類」、その下の項を「中
分類」、さらにその下の項を「小分類」と設定しました。そして、各県の協定をこの分類に合わ
せて振り分けました。

　本比較表の作成に当たっては、「東北復興連合会議」（正式発足2014年3月1日）の事務局の日本政策投資銀行東北
支店とそのメンバーである各県・市の方々に、データの入手や確認において多大なご協力をいただいたことに感謝申し
上げます。

防災基本計画
第２編「各災害に共通

する対策編」
第○章の”節”に該当

災害及び防災に関する
研究の推進

防災基本計画第２編第○章
第○節における項の下の

”（　）”に該当

災害及び防災に関
する研究及び観測
等の推進

第
1
節

国民の防災活動の
促進

第
3
節

第
4
節

東北地方の県における官民災害協定の比較表の作成について

災害協定の分類表

東北大学災害科学国際研究所　丸谷研究室

小分類

防災基本計画
第２編第○章第○節の

”項”に該当

中分類

ライフライン施設等の機
能の確保

（3）
災害に強いまちづくり2

協定
区分
番号

防災基本計画　第２編「各災害に共通する対策編」　第１章「災害予防」

各県・市において
同様の趣旨の協定を

丸谷研究室が任意に分類

大分類

災害に強い国づく
り、まちづくり

（1）

1



第
1
節

災害発生直前の対
策

（1）
被害規模の早期把握の
ための活動

7
情報収集等のための航空機
の出動協力

（2） 事故情報等の連絡

（3）
災害発生直後の被害の
第一次情報等の収集・連
絡

8 被害情報等の提供

（4）
一般被害情報等の収集・
連絡

（5）
応急対策活動情報の連
絡

9 業務用移動通信の確保

10 アマチュア無線の利用

11
災害対策本部の代替施設
提供

12
災害対策本部が必要とする
事務機の提供協力

4
事故災害における事
業者の活動体制

5 広域的な応援体制 13 航空関係要員の派遣

6 国における活動体制

1
災害の拡大防止活
動

14 被害状況調査

15 応急復旧等

16 情報システムの応急復旧

17 資機材・人材等の調達等

18
国土交通省所管公共施設
の相互応援

19 発電機設備使用

20 電力設備の応急復旧等

21 通信設備の応急復旧等

22 ガス施設の応急復旧等

23
上下水道施設の応急復旧
等

24
水道復旧の応援者の宿泊
等受け入れ

25
大規模停電の応急復旧のた
めの拠点の提供

（3） 住宅の応急復旧活動 26 被災住宅の応急修理

27
被災建築物応急危険度判
定

28
公共施設の消防設備等の
緊急点検

29 建築物の解体撤去等

4
複合災害発生時の
体制

防災基本計画　第２編「各災害に共通する対策編」　第２章「災害応急対策」

施設・設備の応急復旧活
動

（1）

災害の拡大・二次災
害の防止及び応急
復旧活動

第
3
節

災害情報の収集・連
絡

1

施設・設備等の応急
復旧活動

2

発災直後の情報の
収集・連絡及び活動
体制の確立

第
2
節

地方公共団体の活
動体制

通信手段の確保

3

ライフライン施設に関す
る非常本部等の関与

（2）

二次災害防止活動3

2

2



（1）
住民及び自主防災組織
の役割

30 救出活動
31 救助活動の補助
32 災害救助犬の出動

33
救助活動のための拠点の提
供

（3）
被災地域外の地方公共
団体及び国の各機関に
よる救助・救急活動

34 ドクターヘリの広域連携

（4）
事故災害における事業
者による救助・救急活動

（5） 資機材等の調達等

35 医療活動

36
医薬品・医療資機材・防疫
用資機材等の確保

37 医療用ガス等の確保

38
人工呼吸器装着在宅難病
患者支援

（2）
被災地域外からの災害
派遣医療チーム（DMAT)
等の派遣

39 DMATの派遣

（3）
被災地域外での医療活
動

（4）
広域後方医療施設への
傷病者の搬送

（5） 被災者の心のケア対策 40 被災者の心のケア

（1）
地方公共団体等による
消火活動

（2）
被災地域外の地方公共
団体による応援

4 惨事ストレス対策

1
交通の確保・緊急輸
送活動の基本方針

（1）
非常本部等による調整
等

41 交通誘導警備
42 緊急車両支援
43 通行妨害物の除去

44
高速道路SAや緊急開口部
の活用及び相互協力

（3） 道路啓開等

（4） 航路の障害物除去等

（5）
港湾及び漁港の応急復
旧等

45 漁港の応急対策等

（6） 海上交通の整理等

（7） 空港等の応急復旧等 46 空港等の応急復旧等

（8） 航空管制等

（9） 鉄道交通の確保

47
応急物資の一時集積所等
の提供

48 輸送拠点の提供
49 鉄道輸送の確保
50 バス輸送の確保
51 トラック輸送の確保
52 漁船輸送の確保
53 船舶輸送の確保
54 航空輸送の確保
55 代替荷役作業の実施
56 燃料の供給

57
燃料給油に必要な重要施設
に係る情報共有

58 航空燃料調達等

（2）
被災地方公共団体によ
る救助・救急活動

広域輸送拠点の確保（10）

緊急輸送のための燃
料の確保

4

緊急輸送3

緊急輸送のための
交通の確保・緊急輸
送活動

第
5
節

消火活動3

救助・救急、医療及
び消火活動

第
4
節

救助・救急活動1

医療活動2

2

被災地域内の医療機関
による医療活動

（1）

道路交通規制等（2）

交通の確保

3



1 避難誘導の実施

59 避難施設の提供

60
津波避難施設としての一時
利用

（2） 避難所の運営管理等 61 避難所運営支援

（1）
被災都道府県による応
急仮設住宅の提供

62 応急仮設住宅の供給

（2）
応急仮設住宅に必要な
資機材の調達

（3）
応急仮設住宅の運営管
理

4 広域一時滞在

63
宿泊施設、入浴及び食事の
提供

64
高齢者福祉施設サービスの
継続

65 介護員の派遣

66 物資提供等の支援

67 一時避難所の提供

68 災害に関する放送要請

69 災害に関する報道要請

70 緊急情報連絡システム

71 臨時放送局の開設

72 情報発信体制の整備

73 交通情報の発信

（2）
国民への的確な情報の
伝達

（3）
住民等からの問い合わ
せに対する対応

（4） 海外への情報発信

（1）
非常本部等による調整
等

74
包括的な生活必需品の調
達・確保等

75
精米の供給及び玄米の搗
精

76 飲料の調達・確保等

77 木炭の調達・確保等

78 ガス等の調達・確保等

79
農畜産に関する資機材の確
保等

80 物資保管等

81 飲料水の運搬車両の派遣

（3）
国による物資の調達、供
給

（4）
運送事業者である公共
機関の活動

82 し尿の処理
83 建築物の環境衛生の実施
84 動物用医薬品等の確保
85 家畜防疫業務への協力
86 伝染病家畜処理
87 愛護動物の救護等
88 危険動物の対策
89 避難所等の清掃、消毒等

2 防疫活動
90 葬祭用品の確保等
91 遺体搬送
92 多数死体の検視等

遺体の処理等3

被災者への情報伝達活
動

第
6
節

物資の調達、供給活
動

第
7
節

3

要配慮者への配慮

（2）
地方公共団体による物
資の調達、供給

避難収容及び情報
提供活動

（1）

被災者等への的確な
情報伝達活動

7

帰宅困難者対策6

避難所の開設（1）
2 避難所

応急仮設住宅等

保健衛生1

第
8
節

保健衛生、防疫、遺
体の処理等に関す
る活動

5

4



第
9
節

社会秩序の維持、物
価の安定等に関す
る活動

第
1
0
節

応急の教育に関す
る活動

1
ボランティアの受入
れ

93
ボランティアセンター等の設
置・運営

2
国民等からの義援物
資、義援金の受入れ

3
海外等からの支援の
受入れ

第
1
節

地域の復旧・復興の
基本方向の決定

1 被災施設の復旧等

2 災害廃棄物の処理 94 災害廃棄物処理

第
3
節

計画的復興の進め
方

95 民間賃貸住宅媒介・提供

96 各種専門性を要する相談

97 生活福祉資金の貸付け

第
5
節

被災中小企業の復
興その他経済復興
の支援

第
2
節

自発的支援の受入
れ

第
1
1
節

防災基本計画　第２編「各災害に共通する対策編」　第３章「災害復旧・復興」

被災者等の生活再
建等の支援

第
4
節

迅速な現状復旧の
進め方

5



第1章　災害予防 注）　背景が灰色の協定は、東日本
大震災以降に締結されたもの

1
特設公衆
電話の設
置・利用

東日本電信電話
(株)宮城支店

H25

宮城県石油商業
協同組合

H27
山形県石油協同
組合

H26
福島県石油業協
同組合

H26

宮城県石油商業
組合

H27

日本防災士会福
島県支部

H26
ＮＰＯ法人にい
がた地域創造セ
ンター

H18
(公社）静岡県防
犯協会連合会

H8

ＮＰＯ法人新潟
県砂防ボラン
ティア協会

H18

（活動支援指針
内の記述）秋田
県社会福祉協議
会

H15

ＮＰＯ法人にい
がた地域創造セ
ンター(県管理公
共施設)

H18

日本赤十字社秋
田県支部等

H15

ＮＰＯ法人新潟
県砂防ボラン
ティア協会(土砂
災害による被害
状況)

H18

5
地震・津
波被害の
軽減

東北大学大学院
理学研究科・工
学研究科

H18

6

復興・防
災まちづ
くり等に
関する研
究等

国立大学法人東
北大学災害科学
国際研究所

H26

協定
区分 協定の相手方

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

新潟県 静岡県 仙台市青森県 岩手県 秋田県 宮城県 山形県

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

福島県

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

第
1
節
災
害
に
強
い
国
づ
く
り
、
ま
ち
づ
く
り

平常時の
ボラン
ティア活
動支援

地域防災
活動等へ
の指導助

言

石油製品
備蓄状況
の把握

第
3
節
国
民
の
防
災
活
動
の
促
進

協定
区分
番号

4

3

2

第
4
節
災
害
及
び
防
災
に
関
す
る
研
究
及
び
観
測
等
の
推
進

小分類

ライフラ
イン施設
等の機
能の確

保

防災知
識の普

及、訓練

防災ボ
ラン
ティア
活動の
環境整
備

災害及
び防災

に関する
研究の
推進

防災知
識の普

及、訓練

国民の
防災活
動の環
境整備

災害及
び防災

に関する
研究の
推進

大
分
類

中分類

災害に
強いまち

づくり

1 / 1 ページ 6



第2章　災害応急対策-第2節 注）　背景が灰色の協定は、東日本
大震災以降に締結されたもの

被害規
模の早
期把握
のため
の活動

7

情報収集
等のため
の航空機
の出動協
力

(株)エアフォー
トサービス

H24
アイベックスア
ビエイション
(株)

S59

（一社）新潟県
警備業協会

H8
(一社)静岡県警
備業協会

H8
郵便事業(株)東
北支社

H9

放送事業者5社1) H21 県内郵便局115局 H14
(社）宮城県タク
シー協会仙台地
区総支部

H9

新聞社・通信社

10社2) H21
(株)ローソン中
部支社

H21

ケーブルテレビ3

社3) H21

9
業務用移
動通信の
確保

NTT東日本埼玉事
業部新潟支店

H24
仙台無線タク
シー協会組合

S54

(一社)日本アマ
チュア無線連盟
岩手県支部

H26
(一社)日本アマ
チュア無線連盟
山形県支部

H9
(一社)日本アマ
チュア無線連盟
福島県支部

H10
（一社）日本ア
マチュア無線連
盟静岡県支部

H7
仙台市職員アマ
チュア無線クラ
ブ

S56

静岡県警察アマ
チュア無線局

H7

11

災害対策
本部の代
替施設提
供

(株)エヌ・
ティ・ティ・ド
コモ東北

H17

12

災害対策
本部が必
要とする
事務機の
提供協力

東北事務機協会 H20

中日本航空(株) H8

東邦航空(株) H8

朝日航洋(株) H8

静岡エアコ
ミュータ(株)

H8

岩手県 宮城県 福島県山形県

被害情報
等の提供

アマチュ
ア無線の
利用

航空関係
要員の派
遣

広域的
な応援
体制

第
2
節
発
災
直
後
の
情
報
の
収
集
・
連
絡
及
び
活
動
体
制
の
確
立

地方公
共団体
の活動
体制

広域的
な応援
体制

通信手
段の確
保

災害情
報の収
集・連
絡

通信手
段の確
保

地方公
共団体
の活動
体制

災害発
生直後
の被害
の第一
次情報
の収
集・連
絡

13

10

8

締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

大
分
類

中分類
協定
区分

青森県 秋田県

協定の相手方
締
結
年

小分類
協定
区分
番号

新潟県 静岡県 仙台市

1)　日本放送協会新潟放送局、（株）新潟放送、（株）新潟総合テレビ、(株)テレビ新潟放送網、（株）新潟テレビ２１

2)　（株）新潟日報社、（株）毎日新聞社新潟支局、（株）読売新聞社新潟支局、（株）産業経済新聞社新潟支局、（株）朝日新聞社新潟総局、（社）共同通信社新潟支局、（株）時事通信社新潟支局、（株）日本経済新聞社新潟支局、（株）日刊工業新聞社新潟支局、
　（株）スポーツニッポン新聞東京本社新潟支局

3)　（株）ニューメディア新潟センター、（株）エヌ・シィ・ティ、上越ケーブルビジョン（株）

協定の相手方協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方 協定の相手方
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第2章　災害応急対策-第3節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

（一社）宮城県
測量設計業協会

H17
(一社)山形県測
量設計業協会

H26
(一社)福島県測
量設計業協会

H20
（一社）新潟県
測量設計業協会

H17
(一社)静岡県測
量設計業協会

H17
(一社)宮城県測
量設計業協会仙
台支部

H16

東北地質調査業
協会

H22
山形県地質土壌
調査業協会

H26
(一社）福島県地
質調査業協会

H21
（一社）新潟県
地質調査業協会

H17
静岡県地質調査
業協会

H18

(一社)岩手県建
設コンサルタン
ト協会

H21
（一社）建設コ
ンサルタンツ協
会東北支部

H21
山形県建設コン
サルタント協会

H26
(一社)建設コン
サルタンツ協会
東北支部

H26
（一社）建設コ
ンサルタンツ協
会北陸支部

H17

(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会

H22
(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会

H25
(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会東北支部

H25
（一社）プレストレ
スト・コンクリート
建設業協会北陸支部

H17

(一社)日本橋梁
建設協会

H22
(一社)日本橋梁
建設協会

H25
(一社)日本橋梁
建設協会

H26

(一社)秋田県建
設業協会

H18

（一社）宮城県
建設業協会
（H10に締結、H22に
見直し）

H22
（一社）仙台建
設業協会

H26

（一社）全国特
定法面保護協会
東北地方支部

H19
（一社）全国特
定法面保護協会
北陸地方支部

H18

秋田県建設産業
団体連合会

H19
（一社）宮城県
造園建設業協会

H22
(一般)日本補償コン
サルタント協会東北
支部山形県部会

H26
（一社）地域資
源循環技術セン
ター会員

H20
建設業業界団体

等、15団体4)
H17-
21

NPO法人静岡県地
域づくり研究会

H17
（一社）日本建
築構造技術者協
会東北支部

H26

秋田県橋梁・水
門技術協会

H22
（一社）宮城県
空調衛生工事業
協会

H24 福島県橋友会 H20
（一社）日本塗
装工業会新潟県
支部

H23
（一社）東北建
築構造設計事務
所協会

H26

新潟県防水工事
業協同組合

H25
（公社）日本建
築家協会宮城地
域会

H26

宮城県建築士会
仙台支部

H26

（一社）宮城県
建築士事務所協
会

H26

大
分
類

中分類
協定
区分

小分類

第
3
節
災
害
の
拡
大
・
二
次
災
害
の
防
止
及
び
応
急
復
旧
活
動

施設・
設備の
応急復
旧活動

施設・
設備の
応急復
旧活動

被害状況
調査

14

協定
区分
番号

新潟県 静岡県 仙台市山形県青森県 秋田県 宮城県 福島県岩手県

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

締
結
年

4)　（一社）新潟県融雪技術協会(H17)、（一社）斜面防災対策技術協会新潟県支部(H17)、（公社）日本下水道管路管管理業協会中部支部新潟県部会（H17）、新潟県鋼構造協会（H17）、NPO法人にいがた地域創造センター（H18）、
　（一社）新潟県公園緑地建設業協会（H18）、NPO法人新潟県砂防ボランティア協会（H18）、（一社）新潟電設業協会（H18)、（一社）新潟県空調衛生工事業協会（H18）、（一財）新潟県建設技術センター（H20）、
　（一社）新潟県下水道管路維持改築協会（H21）、（一社）新潟県設備設計事務所協会（H21）、新潟県建築設計協同組合（H21）、新潟県電気工事工業組合（H21）、（一社）日本道路建設業協会北陸支部（H22）

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方協定の相手方 協定の相手方
締結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方協定の相手方
締
結
年
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第2章　災害応急対策-第3節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会東北支部

H25
(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会

H22
(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会

H25
（一社）プレストレ
スト・コンクリート
建設業協会北陸支部

H17
(一社)プレストレス
ト・コンクリート建
設業協会中部支部

H24

(一社)青森県建
設業協会

H10
(一社)秋田県建
設業協会

H24
(一社)宮城県建
設業協会

H22
（一社）山形県
建設業協会

H8
(一社)静岡県建設
業協会

H13

(一社）青森県空
調衛生工事業協
会

H21
（一社）岩手県
空調衛生工事業
協会

H11
(一社)宮城県空
調衛生工事業協
会

H24
福島県空調衛生
工事協会

H21

(一社)青森県測
量設計業協会

H21
岩手県測量設計
業協会

H20
（一社）新潟県
測量設計業協会

H17
(一社)静岡県測量
設計業協会

H21

(一社)日本橋梁
建設協会

H25
(一社)日本橋梁
建設協会

H22
(一社)日本橋梁
建設協会

H25
(一社)日本橋梁
建設協会

H24

(一社)全国特定
法面保護協会東
北地方支部

H19
福島県法面保護
協会

H20
（一社）全国特
定法面保護協会
北陸地方支部

H18
(一社)全国特定
法面保護協会中
部地方支部

H22

(一社)日本建設
業連合会東北支
部

H19
(一社)日本建設
業連合会東北支
部

H19
(一社)日本建設
業連合会中部支
部

H24

(一社)建設コン
サルタンツ協会
東北支部

H25
(一社)建設コン
サルタンツ協会
北陸支部

H17
(一社)建設コンサ
ルタンツ協会中部
支部

H24

（社）日本土木工業
協会東北支部 H19

（社）日本土木工業
協会東北支部 H19

岩手県電業協会 H21
(一社)静岡電業協
会

H18

福島県地質調査
業協会

H21
静岡県地質調査
業協会

H21

（公財）山形県建設
技術センター H25

（一財）新潟県建設
技術センター H20

秋田県建設産業
団体連合会

H19
宮城県板金工業
組合

H22
（一社）山形県
土地改良建設協
会

H22
いわき市建設業
協同組合

H8
（一社）新潟県
融雪技術協会

H17
各地区の建設業
協会等の建設業
団体・業者887社

H8-
23

仙台市技能職団
体連絡協議会

H10

秋田県橋梁・水
門技術協会

H22
三島町、柳津町、金
山町、昭和村、宮下
地区建設業協同組合

H8-
22

（一社）斜面防災対
策技術協会新潟県支
部

H17
(一社)静岡県建設
コンサルタンツ協
会

H24
日本土木工業協
会東北支部

H19

福島県造園建設業協
会福島、郡山、県
南、会津、相双、い
わき支部

H19
新潟県鋼構造協
会

H17
(一社)日本海上
起重技術協会中
部支部

H24
(一社)全国道路標
識・標示協会東北支
部宮城県協会

H22

地域資源循環技
術センター会員

H20
（一社）新潟県
公園緑地建設業
協会

H18
宮城県交通安全
施設業協会

H22

福島県電設業協
会

H21
（一社）新潟県
設備設計事務所
協会

H21
(一社)宮城県造
園建設業協会

H22

福島県交通安全
施設業協同組合

H21
新潟県建築設計
協同組合

H21

北会津地区建設
業組合

H22
（一社）日本道
路建設業協会北
陸支部

H22

15
応急復旧

等

施設・
設備の
応急復
旧活動

施設・
設備の
応急復
旧活動

第
3
節
災
害
の
拡
大
・
二
次
災
害
の
防
止
及
び
応
急
復
旧
活
動
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第2章　災害応急対策-第3節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

16
情報シス
テムの応
急復旧

(株)アイシーエ
ス

H25

(一社)岩手県建
設業協会

H9
(一社)秋田県建
設業協会

H24
(一社)新潟県建
設業協会

H8

(一社)日本建設
機械レンタル協
会青森支部

H24
岩手県森林組合
連合会

H8
秋田県建設産業
団体連合会

H19
宮城県毒劇物協
会

H21
（社）最上建設
クラブ

H24
福島県建材・専
門工事業協同組
合

H23
(一社)新潟電設
業協会

H18
静岡県木材協同
組合連合会

S54

岩手県木材産業
協同組合

H8
(一社)日本橋梁
建設協会

H22
宮城県生コンク
リート工業組合

H22
福島県通信情報
設備協同組合

H26
(一社)新潟県空
調衛生工事業協
会

H18

応急復旧用資機
材供給業者10社
（畳・ガラス・
鋼材等）

H9

(一社)全日本漁
港建設協会岩手
県支部

H25

(一社)プレスト
レスト・コンク
リート建設業協
会

H22
宮城県板金工業
組合

H22
新潟県電気工事
工業組合

H21
応急復旧用資機
材リース業者4社
（重機等）

H12

秋田県橋梁・水
門技術協会

H22
(一社)日本塗装工業
協会新潟県支部

H23
日本ダクタイル
鉄管協会

H20

新潟県防水工事
業協同組合

H25

東日本高速道路
(株)東北支社

H8
東日本高速道路
(株)東北支社

H8
東日本高速道路
(株)東北支社管
理事業部長

H8
東日本高速道路
(株)、東北支社

H8
東日本高速道路
(株)東北支社

H8

中日本高速道路
(株)

H10

19
発電機設
備使用

JX日鉱日石エネ
ルギー(株)

H26

電機メーカー、5
社(県営発電施設
の応急対策用資
機材及び復旧要

員の確保) 5)

H8
東北電力(株)山
形支店

H19
東北電力(株)福
島支店

H24
東京電力(株)沼
津支店

H21 東北電力(株) H23

電機メーカー、7
社(県営発電施設
の応急対策用資
機材及び復旧要
員の確保)

H26
山形県電気工事
工業組合

H23

東日本電信電話
(株)

H25
(株)NTT東日本福
島支店

H24
NTT東日本埼玉事
業部新潟支店

H24

(株)エヌ・ティ・
ティ・ドコモ H25

ＫＤＤＩ(株) H25

ソフトバンクモ
バイル(株)

H25

17

ライフ
ライン
施設に
関する
非常本
部等の
関与

ライフ
ライン
施設に
関する
非常本
部等の
関与

21

電力設備
の応急復

旧等

5) (株)東芝東北支社、(株)日立製作所東北支社、三菱電機(株)東北支社、(株)明電舎盛岡営業所、神鋼電機(株)東北営業所

20

通信設備
の応急復

旧等

国土交通
省所管公
共施設の
相互応援

18

第
3
節
災
害
の
拡
大
・
二
次
災
害
の
防
止
及
び
応
急
復
旧
活
動

施設・
設備の
応急復
旧活動

施設・
設備の
応急復
旧活動

資機材・
人材等の
調達等
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第2章　災害応急対策-第3節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

（一社）新潟県
LPガス協会

H23
(一社)日本ガス協会
東北部会

S43

仙台ガス工事協
同組合

H18

仙台ガスサービ
ス(株)

H18

仙台ガスエンジ
ニアリング(株)

H18

(公社)日本下水
道管路管理業協
会

H20
（一社）岩手県
空調衛生工事業
協会

H11
(一社)新潟県浄
化槽整備協会

H18
（社）沼津建設業
協会

H9
日本水道協会宮
城県支部会員

H11

電機メーカー
等、15社(県営工
業用水道施設の
応急対策用資機
材及び要員の確

保) 6)

H8-
18

（社）三島建設
業協会

H9
（社）日本下水
道管路管理業協
会東北支部

H18

岩手県管工事業
協同組合連合会

H22
（社）富士建設
業協会

H9 （株）泉 H18

電機メーカー
等、3社(県営工
業用水道施設の
応急対策用資機
材及び要員の確
保)

H26
（社）清水建設
業協会

H9
（一社）日本下
水道施設管理業
協会

H18

（社）静岡建設
業協会

H9
（財）仙台市水
道サービス公社

H19

（社）島田建設
業協会

H9
宮城県管工業協
同組合

H19

（社）袋井建設
業協会

H9

全環衛星事業協
同組合
（H17に清掃、H18に復
旧応援、H21に緊急調
査の協定締結）

H21

（社）浜松建設
業協会

H9 泉清掃協業組合 H21

（社）天竜建設
業協会

H9 （株）宅配 H22

(公社)日本下水道管
路管理業協会中部支
部静岡県部会

H15 第一環境(株) H22

水道関連業者16
社

H9-
26

24

水道局応
援者の宿
泊等受け
入れ

市内及び近郊の
公共宿泊施設等
６施設

H18
他

25

大規模停電
の応急復旧
のための拠
点の提供

東北電力(株)宮
城支店

H22

ライフ
ライン
施設に
関する
非常本
部等の
関与

ライフ
ライン
施設に
関する
非常本
部等の
関与

上下水道
施設の応
急復旧等

23

6) 高弥建設(株)(H8)、(株)日立製作所東北支社(H8)、(株)電業社機械製作所東北支店(H8)、(株)東芝東北支社(H8)、(株)明電舎盛岡営業所(H8)、オルガノ(株)仙台支店(H8)、アタカ工業(株)東北支店(H8)、日本碍子(株)仙台営業所(H8)、
　(株)荏原製作所東北支店(H8)、北上鐡工(株)(H8)、（有）アセス(H12)、(株)北日本環境保全(H12)、(株)小原建設(H12)、(株)水質研究所(H17)、東北計測サービス(株)（H18)

22
ガス施設
の応急復
旧等

第
3
節
災
害
の
拡
大
・
二
次
災
害
の
防
止
及
び
応
急
復
旧
活
動
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第2章　災害応急対策-第3節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

秋田建築労働組
合

H25
宮城県建設職組
合連合会

H24

秋田県建設技能
組合連合会

H25
(一社)みやぎ中
小建設業協会

H24

宮城県優良住宅
協会

H24

(一社)青森県建
築士会

H9
(一社)秋田県建
築士会

H25
(一社)山形県建
築士会

H10
（一社）新潟県
建築士会

H20

建築関係団体等 H9
(一社)秋田県建
築士事務所協会

H25
（一社）新潟県
建築士事務所協
会

H20
静岡県土地家屋
調査士会

H21

（一社）新潟県
建築組合連合会

H20
(一財)静岡県建
築住宅まちづく
りセンター

H21

（公社）日本建
築家協会関東甲
信越支部新潟地
域会

H20

全国宅地擁壁技
術協会北陸支部

H21

（一社）全日本
瓦工事業連盟新
潟県瓦工事業連
合会

H25

28

公共施設
の消防設
備などの
緊急点検

（一社）宮城県
消防設備協会

H24

(一社)青森県解
体工事業協会

H24
宮城県解体工事
業協同組合

H11
（一社）山形県
解体工事業協会

H23
(一社)新潟県解
体工事業協会

H19
（一社）静岡県
建設解体工事業
協会

H14

(一社)宮城県造
園建設業協会

H22
(一社)新潟県建
設業協会

H8
静岡県重機建設
業工業組合

H14

（一社）新潟電
設業協会

H18
静岡県クレーン
建設工業組合

H14

（一社）新潟県
空調衛生工事業
協会

H18

（一社）新潟県
公園緑地建設業
協会

H18

新潟県鳶土工職
組合連合会

H19

新潟県電気工事
工業組合

H21

住宅の
応急復
旧活動

住宅の
応急復
旧活動

第
3
節
災
害
の
拡
大
・
二
次
災
害
の
防
止
及
び
応
急
復
旧
活
動

建築物の
解体撤去

等
29

二次災
害防止
活動

二次災
害防止
活動

被災建築
物応急危
険度判定

27

26
被災住宅
の応急修

理
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第2章　災害応急対策-第4節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

30 救出活動
宮城県建設職組

合連合会
H21

（空港関連の消
火救難活動とし
て）福島空港ビ
ル株式会社他

H5

31
救助活動
の補助

(公社)隊友会青
森県隊友会

H24
(公社)岩手県隊

友会
H25

(公社)宮城県隊
友会

H22
(公社)山形県隊

友会
H25

NPO法人コメリ災
害対策センター

H24 (公社)隊友会
静岡県隊友会

H22
(社）隊友会宮城

県隊友会
H22

NPO法人災害救助
犬ネットワーク

H24 NPO法人災害救助
犬ネットワーク

H22
NPO法人災害救助

犬協会新潟
H18

(一社)ジャパン
ケネルクラブ

H20
(一社)ジャパン
ケネルクラブ

H19 (一社)ジャパン
ケネルクラブ

H10

NPO法人日本レス
キュー協会

H22
NPO法人日本レス

キュー協会
H20

NPO法人北東北捜
索犬チーム

H24

33
救助活動の
ための拠点
の提供

宮城県遊技業協
同組合

H26

被災地
域外の
地方公
共団体
及び国
の各機
関による
救助・救
急活動

34
ドクター
ヘリの広
域連携

公立大学法人福
島県立医科大学

付属病院
H25

日本赤十字社 S35
日本赤十字社山

形県支部
S35

日本赤十字社福
島県支部

S58
日本赤十字社新
潟県支部

H2

(公社)青森県医
師会

H2
(一社)岩手県医

師会
H1

社団法人秋田県
医師会

H8
(一社)宮城県医

師会
H9

（一社）山形県
医師会

H24
(一社)福島県医

師会
H16

新潟県医師会会
長

S57
(一社)静岡県医

師会
H19

(一社)仙台市医
師会

H13

(一社)岩手県薬
剤師会

H23
(一社)宮城県薬

剤師会
H10

(一社)山形県薬
剤師会

H18
(一社)福島県薬

剤師会
H23

(公社)新潟県薬
剤師会

H9
(公社)静岡県薬

剤師会
H19

(一社)仙台市薬
剤師会

H13

(一社)岩手県歯
科医師会

H23
(一社)宮城県歯

科医師会
H19

(一社)山形県歯
科医師会

H23
(一社)福島県歯

科医師会
H22

(一社)新潟県歯
科医師会

H9
(一社)静岡県歯

科医師会
H19

(一社)仙台歯科
医師会

H13

(公社)宮城県看
護協会

H25
(公社)山形県看

護協会
H18

(公財)福島県看
護協会

H21
(公社)静岡県看

護協会
H19

(公社)宮城県柔
道整復師会

H23
（公社）山形県
柔道整復師会

H26

(一社)福島県助
産師会

H26
（公社）新潟県
助産師会

H26

被災地
域内の
医療機
関によ
る医療
活動

医療活
動

第
4
節
救
助
・
救
急
、
医
療
及
び
消
火
活
動

新潟県 静岡県 仙台市

締
結
年

協定の相手方 協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

青森県
大
分
類

中分類
協定
区分 協定の相手方

締
結
年

小分類

災害救助
犬の出動

救助・
救急

協定
区分
番号

被災地
方公共
団体に
よる救
助・救
急活動

協定の相手方

岩手県 宮城県 福島県山形県

協定の相手方

秋田県

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

32

医療救護35
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第2章　災害応急対策-第4節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

(公社)福島県整
骨師会

H25
(一社)新潟県栄

養士会
H9

(独）労働者健康
福祉機構

H9
宮城県精神保健
福祉センター

H19

(公社)新潟県接
骨師会

H18
一般財団法人日本救

急医療財団 H14
市立秋田総合病

院
H23

新潟大学医歯学
総合病院

H20
NPO法人日本災害医

療支援機構
H15

山形市立病院済
生館

H23

(公社)静岡県病
院協会

H19

（空港関連の医療救
護として）　(公社)

青森県医師会
H5

（空港関連の医療救
護として）　（一
社）秋田県医師会

H10

（空港関連の医療救
護として）　（社）
鶴岡地区、酒田地区

医師会

H6

（空港関連の医療救
護として）　福島
県、郡山、須賀川、
石川郡、白河医師会

H5

青森県医療品卸
組合等

S51
岩手県医薬品卸

業協会
H9

宮城県医薬品卸
組合

H9
山形県医薬品卸

業協会
H20

福島県医薬品卸
組合

H7
新潟県医薬品卸

組合
H9

静岡県医薬品卸
業協会

H15
宮城県医薬品卸

組合
S59

青森県医療機器
販売業協会

H25
東北医療機器協会岩

手県支部
H9

宮城県医療機器
販売業協会

H22
山形県医療機器
販売業協会

H20
福島県医療機器
販売業協会

H23
新潟県医療機器
販売業協会

H9
静岡県医療器販

売業協会
H8

福島県福祉機器
協会

H25
東北新潟歯科用
品商協同組合

H9
市内のストーマ
用装具を販売す
る薬局、5社

H20

（公社）新潟県
薬剤師会

H24

(一社)日本産業・医
療ガス協会東北地域
本部医療ガス部門青

森県支部

H25

(一社)産業・医療ガ
ス協会東北地域本部
医療ガス部門岩手県

支部

H23
(一社)日本産業・医
療ガス協会東北地域

本部
H17

(一社)日本産業・医
療ガス協会関東地域

本部
H24

（一社）日本産業・
医療ガス協会東海地

域本部
H20

東北高圧ガス連
合会

H11

山形県難病等団
体連絡協議会

H26

山形県難病医療
等連絡協議会

H26

（一社）山形県
ハイヤー協会

H26

山形県ハイ
ヤー・タクシー

協会
H26

八戸赤十字病院 H25
日本赤十字社秋

田県支部
H22

日本赤十字社宮
城県支部

H21 長岡赤十字病院 H20

（地域防災計画上の
DMAT整備病院とし
て）　弘前大学医学

部附属病院

H24
学校法人岩手医

科大学
H21

秋田大学医学部
附属病院

H22

大学病院、2病院
（東北大学病
院、東北薬科大

学病院）

H21-
H25

国立大学法人山
形大学医学部附

属病院
H20

（地域防災計画
上のDMAT整備病
院として）　福
島県立医科大学

新潟大学医歯学
総合病院

H20

（静岡県保健医療計
画上の静岡DMAT指定
病院として）順天堂
大学医学部付属静岡

病院

H24-
26

県内6病院
H22-
23

県内4病院 H21-
22

県内5病院
H20-
22

県内6病院 県内9病院
H20-
23

県内6病院
H23-
26

県内4病院
H23-
26

県内7病院
H24-
26

県内2病院 H25 県内3病院
H23-
25

県内19病院
H24-
26

被災者の
心のケア
対策

40
被災者の
心のケア

宮城県臨床心理
士会

H20
山形県臨床心理

士会
H18

静岡県臨床心理
士会

H22

被災地
域外か
らの災
害派遣
医療
チーム
（DMAT)
等の派
遣

被災地
域内の
医療機
関によ
る医療
活動

医療活
動

第
4
節
救
助
・
救
急
、
医
療
及
び
消
火
活
動

医療用ガ
ス等の確

保

医薬品・
医療資機
材・防疫
用資機材
等の確保

被災地
域内の
医療機
関によ
る医療
活動

人工呼吸
器装着在
宅難病患
者支援

DMATの派
遣

36

38

37

39

医療救護35
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第2章　災害応急対策-第5節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

(一社)青森県警
備業協会

H9
(一社)岩手県警
備業協会

H10
(一社)宮城県警
備業協会

H24
（一社）山形県
警備業協会

H9
(一社)福島県警
備業協会

H9
(一社)新潟県警
備業協会

H9

中日本エクシス
(株)

H20

宮城県タイヤ商
工協同組合

H26
日本道路公団静
岡建設局

H16
(一社)宮城県自
動車整備振興会

H21

(株)フジ・コー
ポレーション

H26

(株)ホットマン H27

(一社)日本自動
車連盟東北本部
青森支部

H17
(一社)日本自動
車連盟東北本部
宮城支部

H7
(一社)日本自動
車連盟東北本部
福島支部

H11
(社）日本自動車
連盟中部本部静
岡支部

H17

宮城県レッカー
事業協同組合

H20
静岡県レッカー
事業協同組合

H15

(有)城北自動車 H20
(一社)全国ク
レーン建設協会
宮城県支部

H7
静岡県救援レッ
カー事業協会

H15

(一社)宮城県建
設業協会

H22
全日本ロータス
同友会静岡県支
部

H17

静岡県自動車解
体業協同組合

H24

44

高速道路SA
や緊急開口
部の活用及
び相互協力

東日本高速道路
(株)東北支社

H18

(一社)全日本漁
港建設協会青森
県支部

H24
(一社)全日本漁
港建設協会岩手
県支部

H8
(一社）全日本漁
港建設協会秋田
県支部

H26

(一社)山形県建
設業協会鶴岡支
部、酒田支部

H20
(一社)島田建設業

協会ほか3社7） H8

空港等
の応急
復旧等

46
空港等の応
急復旧等

(一社)島田建設業
協会

H21

三井不動産(株) H21

宮城県遊技業協
同組合

H26

48
輸送拠点の
提供

福島「道の駅」
連絡会

H20

大
分
類

中分類
協定
区分

緊急車両支
援

交通の
確保

広域輸
送拠点
の確保

道路交
通規制

応急物資の
一時集積所
等の提供

小分類

47

協定
区分
番号

通行妨害物
の除去

港湾及
び漁港
の応急
復旧等

青森県 静岡県 仙台市岩手県 宮城県 福島県山形県 新潟県秋田県

締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方 協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方

7) ほか3社は、静和工業(株)、河津建設(株)、(株)橋本組

交通誘導警
備

漁港の応急
対策等

43

42

41

45

第
5
節
緊
急
輸
送
の
た
め
の
交
通
の
確
保
・
緊
急
輸
送
活
動
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東日本旅客鉄道
（株）盛岡支社

H8
東日本旅客鉄道
(株)

H19

日本貨物鉄道
（株）東北支社

H8

三陸鉄道（株） H8

IGRいわて銀河鉄
道（株）

H17

(公社)岩手県バ
ス協会

H8
(公社)福島県バ
ス協会

H25
(公社)宮城県バ
ス協会

H24

静岡県レンタ
カー協会

S56

(公社)青森県ト
ラック協会

H10
(公社)岩手県ト
ラック協会

H9
(公社)秋田県ト
ラック協会

H25
(公社)宮城県ト
ラック協会

H9
(公社)山形県ト
ラック協会

H13
(公社)福島県ト
ラック協会

H9
(公社)新潟県ト
ラック協会

H17
(一社)静岡県ト
ラック協会

H26
(公社)宮城県ト
ラック協会

S58

赤帽岩手県軽自動車
運送協同組合 H15

赤帽宮城県軽自動車
運送協同組合 H17

赤帽山形県軽自動車
運送協同組合 H17

赤帽福島県軽自動車
運送協同組合 H20

赤帽新潟県軽自動車
運送協同組合 H19

赤帽静岡県軽自動車
運送協同組合 H20

新潟県レンタ
カー協会

H26 (株)エスエーエス H21

(株)フジドリームア
ビエーションエン
ジニアリング

H26

運送事業者5社
（物資荷さばき業
務）

H12

52
漁船輸送の
確保

岩手県漁業協同
組合連合会

H8
福島県漁業協同
組合連合会

H15 県内30漁協
H9-
10

東北内航海運組
合

H19
東北内航海運組
合

H17
東北内航海運組
合

H17
静岡県内航海運
組合

H12

東北旅客船協会 H18
静岡県旅客船協
会

H14

佐渡汽船(株) H24 東海汽船(株) H15

神新汽船(株) H15

(公社)日本水難救
済会静岡地区水
難救済会

H26

北日本航空(株) H8
静岡エアコミュー
タ（株）

H14

東邦航空(株) H8

55
代替荷役作
業の実施

山形県港湾空港
建設協会

H24

緊急輸
送

船舶輸送の
確保

トラック輸
送の確保

緊急輸
送

航空輸送の
確保

51

50

鉄道輸送の
確保

49

54

53

バス輸送の
確保
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第2章　災害応急対策-第5節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

青森県石油商業
協同組合

H24
岩手県石油商業
組合

H19
秋田県石油商業
協同組合

H21
宮城県石油商業
協同組合

H27
山形県石油協同
組合

H19
福島県石油業協
同組合

H25
新潟県石油業協
同組合

H25
静岡県石油業協
同組合

H13
宮城県石油商業
協同組合

H19

青森県石油商業
組合

H24
秋田県石油商業
組合

H21
宮城県石油商業
組合

H27

JX日鉱日石エネ
ルギー(株)東北
支店・仙台製油
所

S59

57

燃料給油に
必要な重要
施設に係る
情報共有

石油連盟 H25 石油連盟 H25 石油連盟 H26 石油連盟 H25 石油連盟 H24 石油連盟 H26 石油連盟 H25 石油連盟 H24

弘済企業(株) H23 弘済企業(株) H22

(有）船水礦油販
売

H23 (株)宮澤商店 H10
(株)パシフィッ
ク

H7 アイカワ(株) H9

鈴与商事(株) H9

アビエーショング
ランドサービス(株)

H19

第
5
節
緊
急
輸
送
の
た
め
の
交
通
の
確
保
・
緊
急
輸
送
活
動

航空燃料調
達等

緊急輸
送のた
めの燃
料の確

保

緊急輸
送のた
めの燃
料の確

保

58

56 燃料の供給
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第2章　災害応急対策-第6節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

59 避難施設
の提供

福島「道の駅」
連絡会

H20

キリンビール
(株)仙台工場

H20

横浜冷凍(株)仙
台物流センター

H20

ＪＦＥ条鋼(株)
仙台製造所・Ｊ
ＦＥ健康保険組
合

H20

仙台冷蔵倉庫
(株）

H25

避難所の
運営管理

等
61

避難所運
営支援

仙台市職員退職
者団体連合会

H18

(一社)プレハブ
建築協会

H8
(社)プレハブ建

築協会
H7

(一社)プレハブ
建築協会

H8
(一社)プレハブ

建築協会
H8

(一社)プレハブ
建築協会

H8
(一社)プレハブ

建築協会
H8

(一社)プレハブ
建築協会

H8
(一社)プレハブ

建築協会
H9

秋田県建設技能
組合連合会

H25
(一社)新潟県建
設業協会

H8

静岡県木造応急仮
設住宅建設協議会
（構成：建築業界4

団体）

H25

秋田建設労働組
合

H25
（一社）新潟電
設業協会

H18

(一社)全国木造
建設事業協会

H25
（一社）新潟県
空調衛生工事業
協会

H18

福島県旅館ホテ
ル生活衛生同業

組合
H22

ゴルフ場関係施
設8ヶ所

H22
市内の福祉施設
管理法人等69団

体
H26

公営国民宿舎
等、6ヶ所

H8

(一財)静岡県労
働福祉事業協会

H9

宮城県老人福祉
施設協議会

H27
静岡県老人福祉
施設協議会

H25

静岡県老人保健
施設協会

H26

65
介護員の
派遣

市内節市施設等
運営法人等49団

体
H25

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

応急仮設
住宅の供

給
62

60

津波避難
施設とし
ての一時
利用

協定の相手方協定の相手方
締
結
年

締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

避難所

避難所の
開設

要配慮
者への
配慮

青森県

被災都道
府県によ
る応急仮
設住宅の
提供

応急仮
設住宅
等

高齢者福
祉施設
サービス
の継続

宿泊施
設、入浴
及び食事
の提供

要配慮者
への配慮

協定
区分
番号

64

63

大
分
類

中分類
協定
区分

小分類

静岡県秋田県 新潟県

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方

岩手県 宮城県 福島県山形県

協定の相手方
締
結
年

仙台市

第
6
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難
収
容
及
び
情
報
提
供
活
動

協定の相手方協定の相手方
締
結
年
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第2章　災害応急対策-第6節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

（株）壱番屋 H24 （株）壱番屋 H26 （株）壱番屋 H23

（株）オート
バックス

H24
（株）オート
バックス

H26
（株）オート
バックス

H23

（株）ココストア H26 （株）ココストア H23

（株）サークルK
サンクス

H24
（株）サークルK

サンクス
H26

（株）サークルK
サンクス

H23

（株）ストロベ
リーコーンズ

H26

（株）セブン－
イレブン・ジャ

パン
H25

（株）セブン－
イレブン・ジャ

パン
H26

（株）セブン－
イレブン・ジャ

パン
H23

（株）たけや製
パン

H24

（株）ダスキン H24 （株）ダスキン H26

（株）デイリー
ヤマザキ

H23

（株）ドトールコー
ヒー

H26

（株）ファミ
リーマート

H24
（株）ファミ
リーマート

H26
（株）ファミ
リーマート

H23

ミニストップ（株） H26 ミニストップ（株） H23

（株）モスフー
ドサービス

H24
（株）モスフー
ドサービス

H26
（株）モスフー
ドサービス

H23

山崎製パン（株） H26

（株）吉野家 H24 （株）吉野家 H26 （株）吉野家 H23

（株）ローソン H24 （株）ローソン H26 （株）ローソン H23

コンビニ事業者
等、14社

H25 佐藤工業(株) H24

東日本旅客鉄道
(株)

H25

ゼビオ(株) H25

(株)仙台ターミ
ナルビル

H26

学校法人
東北学院大学

H26

宮城県、フラン
チャイズチェー
ン加盟店13社

H26

宮城第一信用金
庫

H26

67
一時避難
所の提供

(株)宮城テレビ H21

帰宅困
難者対
策

物資提供
等の支援

66
帰宅困難
者対策

第
6
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第2章　災害応急対策-第6節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

日本放送協会 S39
日本放送協会盛
岡放送局

S39
日本放送協会秋
田放送局

S39
日本放送協会仙
台放送局

S39
日本放送協会山
形放送局

S60
日本放送協会福
島放送局

S57
日本放送協会新
潟放送局

S57
日本放送協会静
岡放送局

S50
日本放送協会仙
台放送局

S58

日本放送協会浜
松放送支局

S50

（株）エフエム
青森

S62
（株）エフエム
岩手

S60
（株）エフエム
秋田

S60
（株）エフエム
仙台

S57
（株）エフエム
山形

H2 （株）エフエム福島 H7
新潟県民エフエ
ム放送(株)

H18
静岡エフエム放
送(株)

S58
(株)エフエム仙
台

S58

青森放送（株） S39
（株）IBC岩手放
送

S40 （株）秋田放送 S40 東北放送（株） S39 山形放送（株） S55
福島テレビ
（株）

S57 （株）新潟放送 S57 静岡放送(株) S50
(株)宮城テレビ
放送

S58

（株）青森テレビ S48 （株）テレビ岩手 S46 秋田テレビ（株） S44 （株）仙台放送 S40 （株）山形テレビ S55 （株）福島中央テレ
ビ

S57
（株）新潟総合テレ
ビ

S57 (株)テレビ静岡 S50 (株)東日本放送 S58

青森朝日放送
（株）

H3
（株）岩手めん
こいテレビ

H3
秋田朝日放送
（株）

H4
（株）宮城テレ
ビ放送

S49
（株）テレ
ビュー山形

H2 （株）福島放送 S57
（株）テレビ新潟放
送網

S57 静岡県民放送(株) S54 東北放送(株) S58

（株）岩手朝日
テレビ

H8
（株）東日本放
送

S50
（株）さくらん
ぼテレビジョン

H9
（株）テレビユー福
島

S57 （株）新潟テレビ21 S58 (株)静岡第一テレ
ビ

S55 (株)仙台放送 S58

（株）ケーブル
テレビ山形

H18
（株）ラジオ福
島

S57
（株）エフエムラジ
オ新潟

S62 (株)仙台シティ
エフエム

H8

（株）ニューメ
ディア

H19
せんだい泉エフ
エム放送(株)

H12

(株)ジェイコム
イースト

H18

仙台シーエー
ティヴィ(株)

H18

エフエムたいは
く(株)

H19

(株)朝日新聞社
青森支局

H9
(株)朝日新聞社
盛岡支局

H9
朝日新聞社秋田
支局

H9
朝日新聞社宮城
支局

H9
(株)朝日新聞社
山形支局

H9
(株)朝日新聞社
福島支局

H9
(株)朝日新聞社
静岡支局

H7

(株)毎日新聞社
青森支局

H9
(株)毎日新聞社
盛岡支局

H9
毎日新聞社秋田
支局

H9
毎日新聞社宮城
支局

H9
(株)毎日新聞社
山形支局

H9
(株)毎日新聞社
福島支局

H9
(株)毎日新聞社
静岡支局

H7

(株)読売新聞社
青森支局

H9
(株)読売新聞社
盛岡支局

H9
読売新聞社秋田
支局

H9
読売新聞社宮城
支局

H9
(株)読売新聞社
山形支局

H9
(株)読売新聞社
福島支局

H9
(株)読売新聞社
静岡支局

H7

(株)産業経済新
報社青森支局

H9
(株)産業経済新
報社盛岡支局

H9
産業経済新聞社
秋田支局

H9
産業経済新聞社
宮城支局

H9
(株)産業経済新
聞社山形支局

H9
(株)産業経済新
聞社福島支局

H9
(株)産業経済新
聞社静岡支局

H7

(株)日本経済新
聞社青森支局

H9
(株)日本経済新
聞社盛岡支局

H9
日本経済新聞社
秋田支局

H9
日本経済新聞社
宮城支局

H9
(株)日本経済新
聞社山形支局

H9
(株)日本経済新
聞社福島支局

H9
(株)日本経済新
聞社静岡支局

H7

(社）共同通信社
青森支局

H9
(社）共同通信社
盛岡支局

H9
共同通信社秋田
支局

H9
共同通信社宮城
支局

H9
(社)共同通信社
山形支局

H9
(社)共同通信社
福島支局

H9
(社)共同通信社
静岡支局

H7

(株)時事通信社
青森支局

H9
(株)時事通信社
盛岡支局

H9
時事通信社秋田
支局

H9
時事通信社宮城
支局

H9
(株)時事通信社
山形支局

H9
(株)時事通信社
福島支局

H9
(株)時事通信社
静岡支局

H7

(株)河北新報社
青森総局

H9
(株)河北新報社
盛岡支社

H9
河北新報社秋田
総局

H9
河北新報社宮城
総局

H9
(株)河北新報社
山形総局

H9
(株)河北新報社
福島総局

H9

(株)デーリー東北
新聞社青森支局 H9

(株)デーリー東北
新聞社盛岡支局 H9

(株)日刊工業新
聞社盛岡総局

H9
(株)日刊工業新
聞社静岡総局

H7

(株)東奥日報社 H9 (株)岩手日報社 H9 秋田魁新報社 H9 (株)山形新聞社 H9 新聞11社 H9 (株)静岡新聞社 H7

(株)陸奥新報社 H9
(株)岩手日日新
聞社

H9 北羽新報社 H9 (株)荘内日報社 H9 (株)中日新聞社 H7

全国新聞情報農業
協同組合連合会東
北支所

H9 (株)米沢新聞社 H9
(株)中部経済新
聞社静岡支局

H7

災害に関
する放送
要請

68

被災者へ
の情報伝
達活動

被災者
等への
的確な
情報伝
達活動
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第2章　災害応急対策-第6節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

（聴覚障害者への
情報伝達として）
株式会社レス
キューナウ・ドッ
ト・ネット

H14

ＮＰＯ法人ＣＳ障
害者放送統一機構 H17

(公社)静岡県聴覚
障害者協会（静岡
県聴覚障害者情報
センター）

H17

70
緊急情報
連絡シス
テム

日本放送協会仙
台放送局ほか民

放4社
H8

日本放送協会静
岡放送局ほか民

放4社
H20

71
臨時放送
局の開設

(株)ＮＨＫアイ
テック

H26

ヤフー(株) H25 ヤフー(株) H26 ヤフー(株) H18 ヤフー(株) H25

Google Ireland
Limited

H25
Google Ireland

Limited
H25

Google Ireland
Limited

H25
Google lreland

Limited
H25

楽天(株) H19

福島「道の駅」
連絡会

H20
エフエムたいは
く(株)

H24

(株)仙台シティ
エフエム

H24

せんだい泉エフ
エム放送(株)

H24

交通情報
の発信

73

情報発信
体制の整

備
72
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第2章　災害応急対策-第7節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

青森県生活協同
組合連合会

H13
岩手県生活協同
組合連合会

H8
秋田県生活協同
組合連合会

H19
宮城県生活協同
組合連合会

H9
山形県生活協同
組合連合会

H9
福島県生活協同
組合連合会

H10
新潟県生活協同
組合連合会

H25
みやぎ生活協同
組合

H8

ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H23
ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H20
ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H24
ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H26
ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H19
ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H18
ＮＰＯ法人コメ
リ災害対策セン
ター

H21

(公財)岩手県学
校給食会

H8
山形県給食事業
協会連合会

H18
(公財)福島県学
校給食会

H26
（公財）静岡県
学校給食会

H8
(公財)宮城県学
校給食会

H20

青森県経済農業
協同組合連合会

H12
全国農業協同組
合連合会岩手県
本部

H8
全国農業協同組
合連合会福島県
本部

H10

岩手県パン工業
協同組合

H9
新潟県パン協同
組合

H7
宮城県製パン協
同組合

S58

（株）ローソン H19 （株）ローソン H20 （株）ローソン H18 （株）ローソン H19 （株）ローソン H18 （株）ローソン H20 (株)ローソン H17 (株)ローソン H8 (株)ローソン H25

（株）サークルK
サンクス

H20
（株）サークルK
サンクス

H21
（株）サークルK
サンクス

H23
（株）サークルK
サンクス

H21
（株）サークルK
サンクス

H22
（株）サークルK
サンクス

H20
（株）サークルK
サンクス

H25
（株）サークルK
サンクス

H8

（株）ファミ
リーマート

H20
（株）ファミ
リーマート

H20
（株）ファミ
リーマート

H19
（株）ファミ
リーマート

H16
（株）ファミ
リーマート

H20
（株）ファミ
リーマート

H20
（株）ファミ
リーマート

H24
（株）ファミ
リーマート

H8
（株）ファミ
リーマート

H24

（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H21
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H25
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H19
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H19
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H18
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H26
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H8
（株）セブンー
イレブン・ジャ
パン

H20

イオングループ H21 イオングループ H9 イオングループ H22 イオングループ H20 イオングループ H22 イオングループ H20 イオン(株) H18 イオングループ H19

(株)イトーヨー
カ堂

H22
(株)イトーヨー
カ堂

H9
(株)イトーヨー
カ堂

H26

(株)ヨークベニ
マル

H19
（株）ヨークベ
ニマル

H10
(株)ヨークベニ
マル

H20

(株)カインズ H21 (株)カインズ H24 (株)カインズ H21

合同会社西友 H25 合同会社西友 H24

(株)カナモト H22 (株)カナモト H25

(株)レンタルの
ニッケン

H21
(株)レンタルの
ニッケン

H25

第
7
節
物
資
の
調
達
、
供
給
活
動

74

地方公
共団体
による
物資の
調達、
供給

地方公
共団体
による
物資の
調達、
供給

山形県秋田県 新潟県

包括的な
生活必需
品の調
達・確保

等

協定
区分
番号 協定の相手方協定の相手方

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
小分類

大
分
類

中分類
協定
区分

締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方協定の相手方
締
結
年

青森県 静岡県 仙台市岩手県 宮城県 福島県
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第2章　災害応急対策-第7節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

(株)ユニバース H20
岩手県漁業協同
組合連合会

H8 伊徳（株） H26
宮城県食品工業
協議会

H20 (株)ト一屋 H17
福島県青果市場
連合会

H10
新潟県漬物工業
協同組合

H7
食料・食品関係
69社

S54
-

(株)藤崎 H9

(株)サンワドー H23
岩手県水産加工
業協同組合連合
会

H8
タカヤナギ
（株）

H26
トヨタ自動車
(株)

H24 (株)ヤマザワ H17
福島県生活協同
組合連合会水産
市場連合会

H10
新潟県醤油協同
組合連合会

H7
衣料、日用品関
係30社

H8- (株)三越仙台店 H9

青森市仕出し組
合

H24
(株)岩手畜産流
通センター

H8
トヨタ自動車東
日本(株)

H24
(株)郷野目スト
ア

H19
福島中央青果卸
売（株）

H10
新潟県味噌工業
協同組合連合会

H7
(株)さくら野百
貨店

H18

(株)工藤パン H24
岩手県乾麺工業
協同組合

H9 (株)ケーヨー H24 (株)平果 H10 (株)ブルボン H22
仮設トイレレン
タル業者、７社

H19

(株)マエダ H24
岩手県生めん協
同組合

H9 森永製菓(株) H25
（株）リオン
ドールコーポ
レーション

H10 (株)セーブオン H25 (株)ダイエー H20

日糧製パン(株) H24 (株)川徳 H9
（株）ダイユー
エイト

H18 (株)アクティオ H25 カメイ(株) H24

ホーマック(株) H9
ユニ・チャーム
プロダクツ(株)

H26
イケア・ジャパ
ン(株)

H25

岩手県生活衛生
同業組合中央会

H25

(株)純情米いわ
て

H18
福島地区米穀卸
商業協同組合

H9
静岡県経済農業
協同組合連合会

S54
仙台農業協同組
合

H17

福島第一食糧卸
協同組合

H9 賀茂米穀卸(株) S54

（株）東邦フー
ドサービス

H9 富士米穀卸(株) S54

会津米穀共同組
合

H9 東海食糧(株) S54

福島浜通米穀
（株）

H9 沼津米穀(株) S54

（株）東北むら
せ

H9
志太榛原米穀卸
(株)

S54

（株）フクショ
ク

H11 浜松米穀卸(株) S54

飯島米穀（株） H11 (株)遠州米穀 S54

ＪＡパールライ
ン福島（株）

H15

74

第
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節
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資
の
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達
、
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給
活
動

地方公
共団体
による
物資の
調達、
供給

地方公
共団体
による
物資の
調達、
供給

75
精米の供
給及び玄
米の搗精

包括的な
生活必需
品の調
達・確保

等
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第2章　災害応急対策-第7節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

サントリーフー
ズ(株)

H19
サントリーフー
ズ(株)

H19
サントリーフー
ズ(株)

H18
サントリーフー
ズ(株)

H19
サントリーフー
ズ(株)

H19

みちのくコカ・
コーラボトリン
グ(株)

H19
みちのくコカ・
コーラボトリン
グ(株)

H19
みちのくコカ・
コーラボトリン
グ(株)

H19
仙台コカ・コー
ラボトリング
(株)

H20
仙台コカ･コーラ
ボトリング(株)

H19

岩手県牛乳協会 H8
新潟県飲用牛乳
協会

H7

アサヒカルピス
ビバレッジ
（株）

H22
（株）岩泉産業
開発

H19
ダイドードリン
コ（株）

H24
山形県さく井技
術協会(生活用水
の確保)

H24
新潟県酪農業協
同組合連合会

H7
ベンディング事業
者等、12社

H22
-23

(株)伊藤園 H26
飲料メーカー
等、11社

H23

77
木炭の調
達・確保等

(一社)岩手県木
炭協会

H8

(一社)青森県エ
ルピーガス協会

H25
（一社）山形県
エルピーガス協
会

H19
(一社)新潟県エ
ルピーガス協会

H23
(一社)静岡県LP
ガス協会

S54

(一社)岩手県高
圧ガス保安協会

H9
山形県都市ガス
協会

H19
伊藤忠エネクス
ホームライフ東
北(株)

H19

山形県高圧ガス
地域防災協議会

H19

79
農畜産に関
する資機材
の確保等

全国農業協同組
合連合会岩手県
本部

H8

青森県倉庫協会 H24 秋田県倉庫協会 H25 宮城県倉庫協会 H19 福島県倉庫協会 H26 新潟県倉庫協会 H17 静岡県倉庫協会 H26

ヤマト運輸(株) H26
日本郵便(株)東
北支社

H26
(公社)福島県ト
ラック協会

H20

(株)みやぎの運
送

H15

デイライン運輸
(株)

H15

地方公
共団体
による
物資の
調達、
供給

飲料水の
運搬車両
の派遣

物資保管
等

飲料の調
達・確保

等

ガス等の
調達・確保

等

81

80

第
7
節
物
資
の
調
達
、
供
給
活
動

76

地方公
共団体
による
物資の
調達、
供給

78
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第2章　災害応急対策-第8節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

岩手県環境整備
事業協同組合

H18
秋田県環境整備
事業協同組合

H23
宮城県環境整備
事業協同組合

H18
福島県環境整備
協同組合連合会

H19
静岡県環境整備
事業協同組合

H17

(公社）宮城県生活
環境事業協会 H19

日本環境保全協
会静岡県連合会

H17

83
建築物の環
境衛生の実

施

岩手県ビル管理
事業協同組合

H21

84
動物用医薬
品等の確保

岩手県動物薬品
器材協会

H8

85
家畜防疫業
務への協力

(一社）青森県警
備業協会

H25
岩手県農業共済
組合連合会

H24
（一社）山形県
警備業協会

H20
(社）日本道路建設
業協会北陸支部 H22

86
伝染病家
畜処理

（社）岩手県建
設業協会

H22

87
愛護動物
の救護等

（公社）青森県
獣医師会

H22
（社）岩手県獣

医師会
H20

（公社）宮城県
獣医師会

H19
（公社）山形県

獣医師会
H19

（公社）仙台市
獣医師会

H25

88
危険動物
の対策

(一社）静岡県猟
友会

H9

89
避難所等の
清掃、消毒

等

山形県ビルメンテ
ナンス協同組合 H22

青森県葬祭事業
協同組合

H24
岩手県葬祭業協

同組合
H13

秋田県葬祭業協
働組合

H26
宮城県葬祭業協

同組合
H21

山形県葬祭業協
同組合

H14
福島県葬祭業協

同組合
H22

新潟県葬祭業協
同組合

H18

全日本葬祭業協
同組合連合会

H24
全日本葬祭業協
働組合連合会

H26
全日本葬祭業協
同組合連合会

H22
全日本葬祭業協
同組合連合会

H22

（一社）全日本
冠婚葬祭互助協

会
H22

(社）全日本冠婚
葬祭互助協会

H18
（一社）全日本
冠婚葬祭相互助

協会
H22

宮城県JA葬祭事
業運営協議会

H24
ドライアイス
メーカー会

H22
仙台地域葬儀会
館連絡協議会

H16

全日本ドライア
イスディーラー

会
H22

静岡県農協葬祭
事業連絡協議会

H24

岩手県霊柩自動
車協会

H24
(一社）全国霊柩自

動車協会 H21
(一社）全国霊柩自

動車協会 H24

（一社）新潟県
トラック協会

H18

（一社）宮城県
医師会

S61 静岡県医師会 H9

（一社）宮城県
歯科医師会

S61
（一社）福島県
歯科医師会

H7
静岡県歯科医師

会
H8

日本赤十字社新
潟県支部

H2

(社）全日本冠婚葬
祭互助協会 H18

新潟県葬祭業協
同組合

H18

青森県 秋田県 新潟県 静岡県 仙台市岩手県 宮城県 福島県山形県

遺体搬送

第
8
節
保
健
衛
生
、
防
疫
、
遺
体
の
処
理
等
に
関
す
る
活
動

遺体の
処理等

遺体の
処理等

多数死体
の検視等

91

92

大
分
類

中分類
協定
区分

葬祭用品
の確保等

し尿の処
理

保健衛
生

保健衛
生

小分類

82

90

協定
区分
番号 協定の相手方

締
結
年

協定の相手方協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方 協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年
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第2章　災害応急対策-第11節 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

（活動支援指針
内の記述）秋田
県社会福祉協議
会

H15
社会福祉法人宮
城県社会福祉協
議会

H16
社会福祉法人静
岡県社会福祉協
議会

H27

NPO法人みやぎ災
害救援ボラン
ティアセンター

H16
NPO法人静岡県ボ
ランティア協会

H27

(株)静岡銀行 H27
NPO法人せんだ
い・みやぎNPOセ
ンター

H22

ボラン
ティアセ
ンター等
の設置・
運営

秋田県

締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

新潟県

協定の相手方

大
分
類

中分類
協定
区分

仙台市岩手県 宮城県 福島県山形県青森県 静岡県

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方 協定の相手方

93

協定
区分
番号

ボラン
ティア
の受入
れ

第
11
節
自
発
的
支
援
の
受
入
れ

ボラン
ティア
の受入
れ

小分類
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第3章　災害復旧・復興 注）　背景が灰色の協定は、東日本大震災以降に締結されたもの
注）点線の上側は、各県・市で同様の協定の相手方を比較可能な表記にしている

(一社)青森県産
業廃棄物協会

H20
(一社)岩手県産
業廃棄物協会

H9
(一社)秋田県産
業廃棄物協会

H20
(一社)宮城県産
業廃棄物協会

H20
（一社）山形県
産業廃棄物協会

H19
(一社)福島県産
業廃棄物協会

H19
(一社)新潟県産
業廃棄物協会

H18
(公社)静岡県産
業廃棄物協会

H19

青森県環境整備
協同組合

H16
山形県環境整備
事業協同組合

H18
新潟県環境整備
事業協同組合

H16

宮城県解体工事
業協同組合

H11
加茂市・田上町
消防衛生組合他9
組合

H18
静岡市～湖東環
境衛生施設組合

H13
(一社)仙台建設
業協会

H3

（公社）青森県宅
地建物取引業協
会

H24

(一社)岩手県宅
地建物取引業協

会
（※H22に媒介、H26
に提供について締

結）

H26
(社）秋田県宅地
建物取引業協会

H24
(社）宮城県宅地
建物取引業協会

H25
(社）山形県宅地
建物取引業協会

H24
(公社)福島県宅
地建物取引業協

会
H19

(公財）新潟県宅
地建物取引業協

会
H10

（公社）全日本不
動産協会青森県
本部

H24

（公社）全日本
不動産協会岩手

県本部
（※H22に媒介、H26
に提供について締

結）

H26
（社）全日本不
動産協会秋田県

本部
H24

（社）全日本不
動産協会宮城県

本部
H25

（社）全日本不
動産協会山形県

本部
H24

（公財）全日本
不動産協会新潟

県本部
H19

（公社）全国賃
貸住宅経営者協

会連合会
H24

（公社）全国賃
貸住宅経営者協

会連合会
H25

（公社）全国賃
貸住宅経営者協

会連合会
H25

不動産業界団
体、2団体

H19

住宅金融支援機
構

H27
住宅金融支援機
構東北支店

H17
住宅金融支援機
構東北支店

H17
住宅金融支援機
構東北支店

H17
住宅金融支援機
構東北支店

H17
住宅金融支援機
構首都圏支店

H15
住宅金融支援機
構東北支店

H17

宮城県災害復興
支援士業連絡会

H20
宮城県災害復興
支援士業連絡会

H26

新潟県行政書士
会

H25
(一社）日本損害

保険協会
H14

(一社）生命保険
協会静岡県協会

H14

静岡県電機商業
組合

H14

静岡県東海地震
対策士業連絡会

H17

(株)静岡銀行 H16

スルガ銀行(株) H16

(株)清水銀行 H16

社会福祉法人静
岡県社会福祉協
議会

H16

福島県 新潟県 静岡県 仙台市
大
分
類

中分類
協定
区分

青森県 岩手県

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

小分類
協定
区分
番号 協定の相手方

締
結
年

宮城県秋田県

協定の相手方

山形県

締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

協定の相手方
締
結
年

第
2
節
迅
速
な
現
状
復
旧
の
進
め
方

各種専門
性を要す
る相談

生活福祉
資金の貸

付け

災害廃
棄物の
処理

被災者
等の生
活再建
支援

廃棄物処
理

96

94

97

民間賃貸
住宅媒
介・提供

95

第
4
節
被
災
者
等
の
生
活
再
建
等
の
支
援

災害廃
棄物の
処理

被災者
等の生
活再建
支援
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